
地方消費税交付金（社会保障財源化分）見込額

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　　　　　　（うち一般財源）

【社会保障４経費及びその他社会保障施策に要した経費】 （単位：千円）

国　県
支出金

地方債 その他
うち、地方消費税
交付金（社会保障

財源分）

社会福祉

社会福祉総務費 10,868 103 1 10,764 2,323

老人福祉費 125,168 991 1,000 6,635 116,542 25,147

障害者福祉費 64,169 44,493 1 19,675 4,245

児童福祉総務費 308 308 66

保育所運営費 30,592 279 3,000 78 27,235 5,877

児童措置費 57,694 51,978 5,716 1,233

学童保育費 508 508 110

母子福祉費 414 181 233 50

社会保険

国民健康保険事業特別会計
繰出金

52,609 15,847 36,762 7,932

後期高齢者医療特別会計繰
出金 23,533 13,016 10,517 2,269

介護保険特別会計繰出金 98,800 3,486 95,314 20,567

保健衛生

保健衛生総務費 4,155 78 17 4,060 876

予防費 33,416 6,880 354 26,182 5,649

母子保健費 18,650 5,948 3,000 9,702 2,094

520,884 143,280 7,000 7,086 363,518 78,439

※地方消費税交付金(社会保障財源化分)は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当

※事務費や事務職員の人件費等は除外

520,884千円

令和７年度　一般会計当初予算

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１

０％へ引き上げられ、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障４経費（年

金、医療、介護、子育て）及びその他社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　柳津町の令和７年度一般会計当初予算における社会保障関連経費への充当状況は、以下のとおりです。

78,439千円

合計

(363,518千円)

事業名
令和７年度
当初予算額

財源内訳

特定財源 一般財源


